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広がりつつある価格転嫁の裾野 
コスト全体の転嫁率は45.7％に 

 

経済産業省が公表した「価格交渉促進月間（2023年９月）フォローアップ調査（速報版）」では、前回

調査（2023年３月）と比較して、「コストが上昇せず、交渉・転嫁が不要」とする企業が増加。また、

価格交渉について発注企業の意識向上したことにより、受注企業が価格交渉できる雰囲気が醸成されつ

つあるようだ。そのため、価格転嫁について「全く転嫁ができなかった」という企業が大きく減少。価

格転嫁の裾野が広がりつつあるとみられている。 

調査結果（有効回答数３万5175社）によると、全体的な傾向として、価格転嫁・価格交渉ともに、「コ

ストが上昇せず、価格転嫁は不要」の回答割合が、約２倍に増加。価格交渉については、①「発注企業

からの交渉申し入れをきっかけに交渉が行われた」企業の割合が約２倍に増加、②また、「コストが上

昇し、交渉を希望したが、交渉が行われず」の割合は減少という結果となり、価格交渉しやすい雰囲気

が徐々に醸成されつつある。 

コスト全体の転嫁率は、３月時点より微減（47.6％→45.7％）となった。一方で、「コストが上昇せず、

価格転嫁が不要」の割合が約２倍に増加（8.4％→16.2％）。コスト上昇が一服し、あるいは既に価格転

嫁（値上げ）できたため、価格転嫁が不要と考える企業が増加傾向にある。また、「全く転嫁できなか

った」、「コストが増加したのに減額された」割合の合計は減少（23.5％→20.7％）。価格転嫁の裾野

は広がりつつある。 

 

 

 

法人６万２千件を実地調査 
申告漏れ所得7801億円を把握 

 

国税庁が公表した法人税等の調査事績によると、今年６月までの１年間（2022事務年度）に、あらゆる

資料情報と提出された申告書等の分析・検討を行った結果、大口・悪質な不正計算等が想定される法人

など、調査必要度の高い法人６万２千件（前事務年度比52.3％増）を実地調査した。その結果、申告漏

れ所得金額は7801億円（同29.4％増）、法人税と消費税の追徴税額は3225億円（同39.8％増）だった。 

申告内容に誤り等が想定される納税者に対しては、“簡易な接触”を活用し、自発的な申告内容等の見

直し要請を６万６千件（前事務年度比▲0.7％）実施。その結果、申告漏れ所得金額は78億円（同▲

11.2％）、追徴税額は71億円（同▲32.0％）だった。簡易な接触とは、税務署において書面や電話によ

る連絡や来署依頼による面接により、納税者に対して自発的な申告内容の見直しなどを要請するもの。 

新型コロナウイルスの影響がやや緩和され、調査件数、申告漏れ所得金額、追徴税額が増加するなか、

実地調査１件当たりの追徴税額は524万１千円（前年度比▲8.1％）となった。 

また、源泉所得税については、実地調査の件数は７万２千件で、源泉所得税等の非違があった件数は２

万２千件、追徴税額は338億円。簡易な接触の件数は13万件で、追徴税額は76億円となっている。 

 


